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統計に活用できる行政記録の例 

（統計行政の新中・長期構想推進協議会第 2検討委員会 

  行政記録の活用方策に関する検討結果報告書（平成１2 年 5 月）による） 
行政記録名 活用可能な

データ 
活用方法 活用に当たっての問題

点等 
有価証券報告書等

会社概要等基礎デ

ータ 

（P3 参照） 

社名、資本

金、従業員

数、売上高

等 

調査事項の縮減（報告者負

担の軽減） 
名簿の整備 
 

ユーザとしてインター

ネットで提供される情

報を統計調査実施のプ

ロセスの中で、どのよう

に活用できるか検討が

必要 
国税庁統計年報・

会社標本調査結果

報告 

資本金階級

区分、所得

階級別法人

数 
 

中小法人の実態の的確な把

握 
中小法人の税負担状況の把

握 

中小法人の実態が的確

に把握できるよう資本

金階級区分、所得階級別

区分についての細分化

の検討等が必要 
 

市町村民税関係デ

ータ 
資本金別、

従業員数別 
中小法人の税負担状況の把

握 
税負担状況が把握でき

るような資本金別、従業

員数別データ作成の検

討が必要 
雇用調整助成金関

係データ 
大企業・中

小企業別支

給金額、支

給人員数 

雇用調整助成金の効果の把

握 
雇用調整助成金の支給

実績の公表形式の検討

が必要 

相続税関係（国税

庁統計年報書） 
申告状況等 詳細な統計表の作成 相続税制の持つ諸機能

をより詳細に分析でき

るような集計表作成の

検討が必要 
住民票（住民基本

台帳ネットワーク

の利用） 
（P2 参照） 

男女・年齢 
現住所 
従前の住所 

地方の事務負担の軽減 
効率的かつ詳細な統計表の

作成 

住基ネットの利用に関

する合意形成が困難 
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統計に活用できる行政記録の例 

（府省等名：総務省 ） 
行政記録名 活用可能な

データ 
活用方法 活用に当たっての問題

点等 
住民票 

（住民基本台帳ネ

ットワーク） 

男女の別、

生年月日、

続き柄、従

前の住所地

等 
 

国勢調査等の世帯調査にお

いては、不在世帯の増加や

記入漏れの増加等に伴う不

詳数の増加による結果精度

の低下の問題が生じてお

り、このように欠測値が生

じた場合の精度向上の方策

の一つとして、市町村の段

階で住民票を確認して転写

する。 
また、我が国の国内の人口

移動を捉える住民基本台帳

人口移動報告については、

現在住民票データを用いて

毎月の男女別移動者数を捉

えているが、ネットワーク

データを用いることにより

年齢別統計の作成が可能と

なり、国内の人口移動の実

態把握が飛躍的に向上す

る。 
 

国民のプライバシー意

識へも十分配慮する必

要があるとともに、住民

票の統計への利用に関

する国民的コンセンサ

スを得る必要がある。 
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統計に活用できる行政記録の例 

（府省等名：財務省） 
行政記録名 活用可能な

データ 
活用方法 活用に当たっての問題

点等 
 
 
・法務省文書 
 
 
 
・金融庁文書 

 
 
登記データ 
 
 
 
有価証券報

告書データ 

 
 
各統計調査 
①名簿の整備等 
 
 
関係企業統計調査 
①調査事項の縮減 
②名簿の整備等 
 
 
 
 
 

 
 
 
電子的に最新の情報が

整備されること 
 
 
電子的にデータが取り

込めるシステムの構築

が必要 
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統計に活用できる行政記録の例 

（府省等名：農林水産省） 
行政記録名 活用可能な

データ 
活用方法 活用に当たっての問題

点等 

「森林法（昭和 26
年法律第 249 号）」

に基づく森林調査

簿 

国有林に係

る森林計画

による森林

面積、樹種

別・齢級別

樹林地面積

等 

「2000 年世界農林業セン

サス」において、森林調査

簿に記載された事項を活用

し、調査事項を縮減 

 

「公有水面埋立法

（大正 10 年法律

第 57 号）」に基づ

く竣工許可申請書

埋め立て面

積 

水産基盤整備事

業に関係する業

務資料  
 

魚礁設置事

業量・事業

費、築磯造

成事業費 
漁港港勢集  漁港別利用

漁船実隻数

漁港台帳  漁 港 施 設

（防波堤の

長 さ 、 岸

壁・物揚げ

場の長さ、

泊地面積）

 
 

「2003 年漁業センサス」に

おいて、竣工許可申請書、

業務資料、漁港港勢集及

び漁港台帳を活用し、それ

ぞれ該当する調査事項を縮

減 
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統計に活用できる行政記録の例 

 

（府省等名：農林水産省） 
行政記録名 活用可能な

データ 
活用方法 活用に当たっての問題

点等 
農林水産大臣又

は都道府県知事

の許可又は承認

を得て漁業を営

む者が農林水産

大臣又は都道府

県知事に提出す

る漁獲成績又は

事業成績に関す

る報告書 

漁業種類別

及び生産物

種類別の生

産量漁獲量 

「海面漁業生産統計調査」

において、報告書に記載さ

れた事項の内容を収録した

磁気テープを活用し、調査

事項を縮減 

 

「遊漁船業の適正

化に関する法律

（昭和 63 年法律

第９９号）」に基づ

く届出書 

業者・営業

所の住所、

隻数、定員 

「遊漁採捕量調査」におい

て、遊漁船業者の稼働・非

稼働を整理する際、届出書

に基づき母集団名簿を作成
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統計に活用できる行政記録の例 

（府省等名：国土交通省） 
行政記録名 活用可能な

データ 
活用方法 活用に当たっての問題

点等 
固定資産課税台

帳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所有者 
所在地 
土地面積 
延べ床面積 
建物の構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法人土地基本調査及び法

人建物調査において、固定

資産課税台帳を活用し、調

査客体が所有する土地及び

建物の所在地、面積等を印

刷した調査票を送付し、行

政記録で補足できない事項

のみを調査客体側に記入さ

せる方式を採ることができ

るならば、調査客体側の負

担軽減を図ることとなる。

 
 
 
 

 現状では、①台帳が国

で一元管理（ＤＢ化）さ

れておらず、各市町村窓

口まで出向かなければ

データが入手できない、

②台帳を閲覧するため

には調査客体の委任状

を市町村毎に作成して

もらう必要がある。 
 

（注）活用方法については、対象とする分野又は統計調査、行政記録の具体的な使用方法

（調査事項の縮減、名簿の整備等）を記載してください。また、欠測値の補完に活用 

する場合は、対象統計調査名、補完に用いるデータ、方法等可能な限り具体的に記載

してください。 
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統 計 に 活 用 で き る と 考 え ら れ る 行 政 記 録 の 例                         

意見提出府省庁名 

（部課名） 
行政記録の名称等 

活用可能と考え 

られるデータ 

活用可能と考えられる統計調査 

とその具体的な活用方法 
活用に当たって解決すべき問題点等 

当該行政記録所 

管府省庁等名 

総務省(国勢統計課) 住民票 

(住民基本台帳) 

 

 

 

 

 

・男女の別、生年

月日等 

 

（国勢調査） 

国勢調査等の世帯調査において

は、不在世帯の増加や記入漏れの増

加等に伴う不詳数の増加による結

果精度の低下が問題となっており、

このような欠測値を、市町村の段階

で住民票から転写して、精度の向上

を図る。 

住民基本台帳自体は閲覧が可能であ

るが、国民のプライバシー意識へも配慮

する必要があるとともに、住民基本台帳

の統計への利用に関する国民的コンセ

ンサスを得る必要がある。 

 

 

・ 総務省自治行

政局 

（事業所・企業統計調査） 

事業所の的確な捕捉のための参

考情報 

（サービス業基本調査） 

収入総額、経費総額などの情報で

調査項目の補完が可能 

（個人企業経済調査） 

構造調査の調査事項は青色申告

状況を調査していることから、調査

事項の軽減が可能 

課税台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業所の名称、

連絡先、所在地

・税務申告の情報

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（科学技術研究調査） 

収入総額、経費総額などの情報で

調査項目の補完が可能 

目的外利用の制度的制限の撤廃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 財務省国税庁 

 

・ 都道府県税所

管部局 

 

・ 市区町村税所

管部局 

 

 

 

 

 

総務省(経済統計課)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業登記 

 

 

 

・登記法人事業所

の名称、連絡

先、住所 

 

（事業所・企業統計調査） 

事業所の的確な捕捉のための参

考情報 

 

広く一般に公開されている情報であ

るが、組織的に大量にデータ提供するこ

とについては、制度的な対応が必要であ

ると考えられる。 

・ 法務省民事局 
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意見提出府省庁名 

（部課名） 
行政記録の名称等 

活用可能と考え 

られるデータ 

活用可能と考えられる統計調査 

とその具体的な活用方法 
活用に当たって解決すべき問題点等 

当該行政記録所 

管府省庁等名 

税務関係の行政記録

 

・所得額 

・税額 

（家計調査） 

家計調査の収入や非消費支出の

補完及びデータチェック 

・ 月々のデータ利用のタイミング 

・ プライバシーの保護 

・ 国税庁 

（事業所・企業統計調査） 

新規事業所の捕捉のための参考

情報 

事業所・企業統計調査、サービス業

基本調査、個人企業経済調査、科学

技術研究調査 

従業者数及び従業者数の補完デ

ータとして活用 

総務省(消費統計課)

社会保険情報 

・厚生年金 

・政府管掌健康保険

・雇用保険情報 

 

 

 

 

 

 

・適用事業所の名

称、連絡先、所

在地 

・事業所の雇用者

数 

 

 

 

・給与支給額 サービス業基本調査、個人企業経済

調査、科学技術研究調査 

経費のうち給与支給総額の補完

データとして活用 

目的外利用の制度的制限の撤廃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 厚生労働省社

会保険庁 

 

・ 厚生労働省雇

用保険課 

 

農林水産省 漁船登録データ 漁船の規模（トン

数、馬力） 

（漁業センサス） 

漁業センサスにおける漁船の仕

様に係る調査事項に、当該漁船登録

データをプレプリントし、調査を効

率化する。 

プレプリントの実効性について、漁船

登録データの各都道府県での電子化の

進捗状況を踏まえ検討 

・ 地方公共団体 

・ 漁船法（水産

庁） 

（注）法務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省及び国土交通省は、意見なし。 
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既 に 統 計 に 活 用 し て い る 行 政 記 録 の 例 

                                          

提出省庁名 

（部課名） 
行政記録名 活用したデータ

活用している統計調査と 

その具体的な活用方法 
活用に当たっての問題点の有無等 

当該行政記録所管

府省庁等名 

総務省（国勢統計

課） 

 

住民票 

(住民基本台帳) 

 

 

 

男女、現住所、従

前の住所 

 

（国勢調査） 

人口の移動状況を明らかにするた

め、住民基本台帳に基づき、転入者

の数等を市町村から都道府県経由で

報告を受け、それを集計し「住民基

本台帳人口移動報告」として公表。

地方事務を軽減し、かつ、効率的に

詳細な統計表を作成するために、現

在、住民基本台帳ネットワークを利用

することを検討中。 

 

・ 総務省自治行政

局 

総務省（経済統計

課） 

 

NPO法人名簿 

（16 年調査活用予

定） 

法人名、住所 

 

 

（事業所・企業統計調査） 

事業所の捕捉のための参考情報 

統一的なフォーマットでの電子媒

体での情報入手 

 

・ 内閣府及び都道

府県 

総務省（消費統計

課） 

国土数値情報 

 

 

 

 

地点別公示地価 

 

 

（全国消費実態調査） 

調査世帯が所有する宅地の資産評

価額を集計する際に必要となる単位

面積当たり評価額は調査事項とはせ

ず、近傍の公示地価から推計してい

る。 

本行政記録は、11年調査集計時ま

では利用申請手続きを要していたが、

現在はインターネットで公開されて

いるため、今後の活用に当たって特に

問題はない。 

 

・ 国土交通省国土

計画局総務課国

土情報整備室 

厚生労働省 雇用保険法に基づく

行政記録 

 

 

 

 

 

 

雇用保険適用事

業所設置届 

 

 

 

（毎月勤労統計調査） 

調査対象としている常用労働者数

30人以上の事業所について、抽出替

えを行わない年は年１回、予備調査

の上、追加指定を行っている。予備

調査の対象を決める際、一部（100

人以上規模事業所）について参考情

報として用いている。 

各種届出等の目的外使用の禁止規

定（職業安定法第51条の２）につい

て、自省に限って個別情報の活用を認

めている。 

 

 

 

 

・ 厚生労働省職業

安定局雇用保険

課 
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提出省庁名 

（部課名） 
行政記録名 活用したデータ

活用している統計調査と 

その具体的な活用方法 
活用に当たっての問題点の有無等 

当該行政記録所管

府省庁等名 

労働保険適用台帳 

 

 

有期事業の工事

現場の名称・所在

地等 

（労働災害動向調査） 

標本抽出の母集団として活用して

いる。 

 ・ 厚生労働省労働

基準局労働保険

徴収課労働保険

徴収業務室 

厚生労働省 

医療法に基づく届出 

 

 

 

開設、廃止、変更

等の届出事項 

（医療施設動態調査） 

都道府県知事等が、医療法に基づ

き開設、廃止、変更等の届出の受理

又は処分をした病院・診療所につい

て医療施設動態調査票を作成して、

厚生労働省にて集計を行っている。

 ・ 各都道府県 

「森林法（昭和26年

法律第249号）」に基

づく森林調査簿 

 

国有林に係る森

林計画による森

林面積、樹種別・

齢級別樹林地面

積等 

（2000年世界農林業センサス） 

森林調査簿に記載された事項を活

用し、調査事項を縮減 

 

 

 

 

 

・ 林野庁 

「公有水面埋立法（大

正10年法律第57号）」

に基づく竣工許可申

請書 

埋め立て面積 

水産基盤整備事業

に関係する業務資

料 

魚礁設置事業

量・事業費、築磯

造成事業費 

漁港港勢集 

 

漁港別利用漁船

実隻数 

農林水産省 

漁港台帳 

 

 

 

漁港施設（防波堤

の長さ、岸壁・物

揚げ場の長さ、泊

地面積） 

（2003年漁業センサス） 

竣工許可申請書、業務資料、漁港

港勢集及び漁港台帳を活用し、そ

れぞれ該当する調査事項を縮減 

 ・ 水産庁 
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提出省庁名 

（部課名） 
行政記録名 活用したデータ

活用している統計調査と 

その具体的な活用方法 
活用に当たっての問題点の有無等 

当該行政記録所管

府省庁等名 

農林水産大臣又は都

道府県知事の許可又

は承認を得て漁業を

営む者が農林水産大

臣又は都道府県知事

に提出する漁獲成績

又は事業成績に関す

る報告書 

漁業種類別及び

生産物種類別の

生産量漁獲量 

 

 

（海面漁業生産統計調査） 

同調査の報告書に記載された事項

の内容を収録した磁気テープを活用

し、調査事項を縮減。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 水産庁 農林水産省 

「遊漁船業の適正化

に関する法律（昭和

63年法律第９９号）」

に基づく届出書 

 

 

 

 

業者・営業所の住

所、隻数、定員 

（遊漁採捕量調査） 

遊漁船業者の稼働・非稼働を整理

する際、届出書に基づき母集団名簿

を作成。 

 ・ 水産庁 

（注）法務省、文部科学省、経済産業省及び国土交通省は、意見なし。 

 

 


